
障害福祉施策の動向

千葉県健康福祉部障害福祉事業課

地域生活支援班

令和７年度千葉県相談支援従事者現任研修

本科目のねらい

障害福祉に関する最新の制度及び関連する制

度を障害者への相談支援に活用するとともに、

事業所内や地域において共有を図るために、

障害者総合支援法及び児童福祉法に関する最

新の動向を把握し、その他関連する制度等を

理解する



本講義の構成

１ 相談支援従事者現任研修について

２ 障害福祉施策の経緯と動向

３ 障害福祉サービス等報酬改定について
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相談支援従事者現任研修について

１．受講対象者

令和７年度、８年度までに本研修を受講すべき、相談支援従事者
初任者研修、現任研修、主任相談支援専門員研修修了者 等

２．本研修修了後の現任研修の受講について(受講要件)

（１）過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験があること。

（２）受講する時点で、現に相談支援業務に従事していること

(例:相談支援事業所、基幹相談支援センター 等)

３．次に現任研修を受講すべき期日

初任者研修の修了年度からカウントする。

令和2年度修了者：令和12年度

令和3年度修了者：令和13年度

（注意）
現任研修を終えてから５年間ではありま
せん！

（注意）グループホームや通所サービス利用者の「悩み相談に乗る」などは相談支援業務には当たりません。

本講義の構成
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相談支援の流れ（イメージ）
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各種支援（サービス）等利用
（地域にある様々な福祉サービス等を調整や他の専門機関等へのつなぎを行います）
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市町村

自治体や相談支援事業所はどこ
でも、相談をまずは受け止め、
丁寧に話を聞き、相談の内容を

整理します。
他機関等による支援が適切であ
る場合には、その機関に丁寧に

つなぎます。

継続した相談支援

計画相談以外であっても相談支援専門員は原則としてケアマネジメントの技法を用いて支援を行います。

委託

どこに相談してよいかわから
ない場合は、市町村か基幹相
談支援センターにまずは相談

します。

相談は本人のみならず、家族・親
族や地域住民、関係機関等からの

相談も受け付けます。

基幹

居宅介護

地域との関わり

日中活動就労・就労支援

住居

相談窓口（受付）

余暇

例

医療
教育

委託

障害福祉サービス等を利用しない場合

市町村障害者相談支援事業

市町村

①ケアマネジメントを提供することを基本としながら、その過程で（並行して）、
②面談や同行等をしながら、不安の解消や本人が前向きになったり、主体的に取り組む方向に向けた働きかけ等を行うこ
と、本人の希望する暮らしのイメージを具体化するための取組等を行います。（エンパワメント・意思決定支援）
③利用者が希望する日常生活を継続するために必要な支援を直接行うこともあります。

このように支援を通じて、本人の希望する暮らしのイメージ形成や実現に伴走します。

計画相談

指定特定相談支援
指定障害児相談支援

障害福祉サービス等を利用する場合

サ
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ス
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グ

定期的な状況等の確認、
プランの検証・見直し等

このプロセスを
繰り返します
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（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

地域生活への移行に向けて、地域移行支援・自立生活援助・地域定着支援を組み合わせた支援を実施
○地域移行支援 ： 障害者支援施設や病院等に入所又は入院している障害者を対象に、住居の確保その他の地域生活へ移行するための

支援を行う。【支給決定期間：６ヶ月間】
○自立生活援助 ： グループホームや障害者支援施設、病院等から退所・退院した障害者等を対象に、定期及び随時訪問、随時対応そ

の他自立した日常生活の実現に必要な支援を行う。【標準利用期間：１年間】

○地域定着支援 ： 居宅において単身で生活している障害者等を対象に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行う。
【支給決定期間：１年間】

障害者の地域移行・地域生活を支えるサービスについて

地域移行支援
【事業所数 ３０６事業所 利用者数 ５２４人】

自立生活援助
【事業所数 ２４２事業所 利用者数 １，０４１人】

地域定着支援
【事業所数 ５５５事業所 利用者数 ３，８９２人】

【初期】
○計画作成
○訪問相談、
情報提供

【中期】
○訪問相談
○同行支援
○日中活動の
体験利用

【終期】
○住居の確保等
○同行支援
○関係機関調整

○定期訪問による生活状況のモニタリン
グ、助言
○随時訪問、随時対応による相談援助
○近隣住民との関係構築など、インフォー
マルを含めた生活環境の整備

○居宅で単身等で生活する者との常時
の連絡体制の確保

○緊急訪問、緊急対応

退院・退所

通院、デイケア、訪問看護【精神科病院・入所施設】
相談支援事業者との連携による
地域移行に向けた支援の実施

日中活動、居宅サービス利用
日中活動の体験利用

【障害福祉サービス事業所】

住まいの場の支援
外泊・宿泊体験

【自宅､ｱﾊﾟｰﾄ､ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等】

・事業の対象者
への周知

・意向の聴取等
・対象者選定

・相談支援事業
者へつなげる

市町村、保健所、精神保健福祉センター、福祉事務所、障害福祉サービス事業所、障害者就業・生活支援センター 等

自立支援協議会によるネットワーク化

連携 連携

能動的なアプローチによる支援 受動的な支援

自立生活援助

地域定着支援

地域移行支援

（例１）

（例２）

（例３） 地域移行支援
１人暮らしの継続

【出典】 令和３年４月サービス提供分（国民健康保険団体連合会データ）

計画相談支援における連携に関する責務

計画相談支援事業者は、適切な相談支援が提供するため他機関との連携を図るよう努めることや、その上での具体的

な業務上の責務が定められている。障害福祉分野では利用者のニーズや心身の状況、ライフステージ等により連携を

求められる機関等が多様であることから、保健医療のみならず多様な分野との連携について責務が課されている。

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準
）

３ 指定計画相談支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者等の選択に基づき、適切な保健
、医療、福祉、就労支援、教育等のサービス（以下「福祉サービス等」という。）が、多様な事業者から、総合的かつ効率
的 に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。

５ 指定特定相談支援事業者は、市町村、障害福祉サービス事業を行う者、指定居宅介護支援事業者（介護保険法（平成九年法
律第百二十三号）第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。）、指定介護予防支援事業者（介護保険法
第 五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）その他の関係者との連携を図り、地域において必要な社会
資源 の改善及び開発に努めなければならない。

計画相談支援事業を実施するに当たっての基本 方針（第２条より抜粋）

（サービス担当者会議の実施）

十一 相談支援専門員は、支給決定又は地域相談支援給付決定を踏まえてサービス等利用計画案の変更を行い、指定障害福祉
サービス事業者等、指定一般相談支援事業者その他の者との連絡調整等を行うとともに、サービス担当者会議（相談支援
専 門員がサービス等利用計画の作成のために当該変更を行ったサービス等利用計画案に位置付けた福祉サービス等の担当
者
（以下この条において「担当者」という。）を招集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催等により、当該サービス等
利 用計画案の内容について説明を行うととともに、担当者から、専門的な見地からの意見を求めなければならない。

（サービス等利用計画の交付）

十三 相談支援専門員は、サービス等利用計画を作成した際には、当該サービス等利用計画を利用者等及び担当者に交付しなけ
ればならない。

指定計画相談支援の具体的取扱方針（ 第１５条第２項より抜粋）



（自立支援）協議会や重層的支援会議等の活用
、 地域の事業所の連絡会等への参加等

協働での支援方針の検討等情報連携

相談支援専門員に求められる多職種連携

相談支援専門員は保健、医療、福祉、就労支援、教育等の機関や事業者との連携を図る必要がある。そのため
には、個別の利用者の支援における連携のほか、その連携を可能とするような地域の基盤構築にも取り組む必
要がある。

○支援計画等の相互交換

サービス等利用計画、個別支援計画、

各機関の作成する支援計画等

○各支援機関が必要とする情

報の相互提供

○利用者の支援を協働で検討

する会議等の開催・参加

サービス担当者会議の開催と必要な関

係機関等への参画依頼

障害福祉サービス事業所等の個別支援

会議や医療機関の実施するカンファレ

ンス等への参画

オンラインの利活用も可能

個別の支援における関係機関の連携 地域における連携体制の構築

ネットワーク構築
地域課題の検討や

解決に向けた取組の実施

○地域の関係機関の把握

一覧できるリスト化する等により、地

域の関係機関を把握。

○顔の見える関係づくり

地域の関係機関を単に把握するだけで

なく、連携の核となる担当者や相手

方 の特長等について理解するほか、

可能 な限り顔の見える関係構築を図

る。

○地域課題の検討や解決に向

けた取組の実施

本人・家族や相談支援事業所のみなら

ず、各分野の関係機関や関係者、地域

の関係者も参画した協議や課題解決に

向けた具体的な取組の実施。

関係者が一堂に会することは

情報連携、支援の検討どちら

にも重要

〇相談支援専門員と介護支援専門員がお互いを知らない
・自身に、相手の制度理解。サービス内容に関する知識が不足している
・相手に、自身の制度理解。サービス内容に関する知識が不足している

〇介護保険移行の業務プロセスが標準化されていない
・事業所として情報提供の方法が決まっていない
・介護保険移行に関するマニュアルや様式・ツールがない

〇介護保険移行に関する教育・人材育成の仕組みが不十分である
〇介護保険移行のあり方について協議する場がない

〇介護保険移行ケールは事業所全体からみればわずかなため、課題解決に向けたアクション
を起こしにくい

↓

制度、倫理が違うのでお互いに理解しないといけない。

高齢障害者の介護保険移行に関する支援の課題

引用：平成２９年度老人保健健康増進等事業「相談支援専門員と介護支援専門員との連携のあり方に関する調査研究事業」
株式会社三菱総合研究所



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（目的）第一条
この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、身体障害者福
祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神
保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二
年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児が
基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い、もって障害者
及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し
安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）第一条の二
障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援は、全ての国民が、障害の有無にかか
わらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっと
り、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら
共生する社会を実現するため、全ての障害者及び障害児が可能な限りその身近な場所において必要な
日常生活又は社会生活を営むための支援を受けられることにより社会参加の機会が確保されること及
びどこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生すること
を妨げられないこと並びに障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよう
な社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨として、総合的かつ
計画的に行わなければならない。

介護保険法

（目的）第一条
この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排せつ、
食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等について、これらの
者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療
サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設
け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を
図ることを目的とする。

（介護保険）第二条
介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）に関し、必要な保
険給付を行うものとする。
２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医療との
連携に十分配慮して行われなければならない。
３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の選
択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設から、総合的かつ
効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。
４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な限り、
その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮されなけれ
ばならない。
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市町村における医療的ケア児支援の仕組み（第２期障害児福祉計画との関係）イメージ

※１ 保健、医療、福祉、教育等のサービス

目標２【医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置※２,４】

※２ 第２期障害児福祉計画の成果目標（各都道府県、各圏域、各市町村）

※４ 支援の利用調整や協議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児支援のための地域作りの推進を担う。

目標１【医療的ケア児支援の協議の場の設置※２,３】保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関による連携

医療的ケア児支援体制整備の推進

医療的ケア児支援センター（都道府県）

基幹相談支援センター

地域の課題・

ニーズ

協議の場（保健所、病院・診療所、訪問看護ステーション、障

害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業

所、保育所、学校等の関係者） ※３

訪問看護

医療機関

障害福祉サービス

事業所等

医療的ケアのある
子どもとその家族

学校

保育所・
幼稚園

医ケア児コーディネーター
（相談支援専門員、保健師、訪問看護師等）※４

保健所・
保健センター

総合調整

相談支援事業所

医療的ケア児等コーディネー

ター養成研修修了者等

継続的、計画的に適切な福祉
サービス等※１の利用が行わ
れるようにしなければならな
い

課題整理

等

保健師等

地域資源

開発等

・家族等への相談、情報提供・助言等

・関係機関等への情報の提供及び研修

医ケア児コーディ

ネーター

医ケア児コーディ

ネーター

課題整理

等

地域資源

開発等

協議の場
（都道府県）











本講義の構成

１ 相談支援従事者現任研修について

２ 障害福祉施策の経緯と動向

３ 障害福祉サービス等報酬改定について



地域生活支援拠点等の機能の充実

○障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等からの地域移行の推進を担う地域生活支援
拠点等について、障害者総合支援法の改正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、機能の充
実を図る。

① 情報連携等のコーディネート機能の評価

○ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置を評価する加算を創設

する。（別紙参照）

地域移行支援

自立生活援助

地域定着支援指定特定相談支援事業所
機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

拠点コーディネーター

【新設】通所系サービス 緊急時受入加算 100単位／日

② 緊急時の重度障害者の受入機能の充実

【現行】短期入所（加算）100単位／日 ＊拠点位置づけのみ 【見直し後】短期入所（加算）200単位／日 ＊連携調整者配置

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因して生
じた緊急事態の際に、夜間に支援を行った場合に加算する。

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する短期入所事業所において、医療的ケア児等の重度
障害者を受け入れた場合に加算する。

※ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に従事する者を配置することを要件に加える。（訪問系サービス等）

③ 地域移行に向けた動機付け支援に係る評価

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられている障害者支援施設において、地域移行に向けた動機付け
支援として、グループホーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を行った場合に加算する。
（１月に３回を限度） 【新設】施設入所支援 地域移行促進加算（Ⅱ） 60単位／日

【新設】地域生活支援拠点等機能強化加算 500単位／月 ＊拠点コーディネーター1名につき100回／月を上限

（地域移行支援、自立生活援助、地域定着支援、計画相談支援、障害児相談支援）
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出典 厚生労働省 こども家庭庁

令和６年２月６日障害福祉サービス等報
酬改定検討チーム 一部改変



拠点コーディネーターの配置によるコーディネート機能の体制整備の評価

本人も家族も安心できる
地域生活

緊急時に備えた相談
緊急時の対応

本人の希望に応じた
施設等から地域生活への移行

地域移行の推進
（体験の機会・場の確保等）

① 市町村が整備する地域生活支援拠点等において、拠点コーディネーターを地域の中核的な相談支援事業所が単独で配置する場合

市町村
整備主体
として
位置づけ

指定特定・障害児
相談支援事業所

機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

短期入所

訪問系事業所

基幹相談
支援センター等

行政機関

拠点コーディネーター

基幹相談
支援センター等

精神科病院

入所施設

体験の場行政機関

拠点コーディネーター

② 市町村が整備する地域生活支援拠点等において、拠点コーディネーターを地域の中核的な相談支援事業所等で共同して配置する場合

自立生活援助

地域移行支援

指定特定・障害児
相談支援事業所

機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

拠点コーディネーター

拠点コーディネーターを

当該事業所に配置

○計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型基本報酬（Ⅰ）
又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）、自立生活援助、地域移行
支援及び地域定着支援に係る複数の事業者が、地域生活支援拠点
等のネットワークにおいて相互に連携して運営されており、かつ
市町村から地域生活支援拠点等に位置づけられた当該事業者又は
ネットワーク上の関係機関（基幹相談支援センター等）において
情報連携等を担うコーディネーターが常勤で１以上配置されてい
る場合に、それぞれの事業所が地域生活支援拠点等の機能で担う
当該サービス費に加算する。

通所事業所

指定一般相談支援事業所
指定自立生活援助事業所

○計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型基本報酬（Ⅰ）
又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）と自立生活援助、地域移行
支援及び地域定着支援のサービスを同一の事業所で一体的に提供
し、かつ、市町村から地域生活支援拠点等に位置づけられた相談
支援事業者等において、情報連携等を担うコーディネーターを常
勤で１以上配置した場合。

当該相談支援事業所等の計画相談支援、障害児相談支援、地域
移行支援、自立生活援助、地域定着支援にそれぞれ加算する。
＊コーディネーター１人当たり100回／月までの算定とする。

【拠点コーディネーターの役割（例）】
○ 市町村との連絡体制、基幹相談支援センターや相談

支 援事業所との連携体制、市町村（自立支援）協議
会と の連携体制、複数法人で拠点機能を担う場合の
連携体 制や伝達体制の整理等の地域における連携体
制の構築

○ 緊急時に備えたニーズ把握や相談、地域移行に関する
ニーズの把握や動機付け支援等

相談支援事業所 相談支援事業所

＊相談支援事業所は、拠点コーディネーターの役割は地域における
連携体制の構築であり、個別給付に係る支援の実施が配置の目
的 ではないことに留意。原則、個別給付に係る業務は行わない
。

＊本報酬は法第七十七条第三項の地域生活支援拠点等の体制整備
に 係る加算であることから、市町村は、本報酬を理由に、障害
者相 談支援事業の委託料を減額することがないように留意。

基幹相談
支援センター等

A事業所 C事業所(＊)B事業所
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本人の希望に応じた
施設等から地域生活への移行

地域移行の推進
（体験の機会・場の確保等）

本人も家族も安心できる
地域生活

緊急時に備えた相談
緊急時の対応

市町村
整備主体として
位置づけ

地域で
活動 地域定着支援

地域で
活動

（＊）拠点コーディネーターは加算対象以外の事業所にも配置可。

【新設】地域生活支援拠点等機能強化加算 500単位／月

出典 厚生労働省 こども家庭庁 令和６年２月６日障害福祉サービス等報酬改定検討チーム 一部改変

報酬区分
常勤専従の

相談支援専門員数

サービス利用支援費※

現行 報酬引き上げ

機能強化（Ⅰ） ４名以上 1,864単位 2,014単位

機能強化（Ⅱ） ３名以上 1,764単位 1,914単位

機能強化（Ⅲ） ２名以上 1,672単位 1,822単位

機能強化（Ⅳ） １名以上 1,622単位 1,672単位

機能強化なし 1,522単位 1,572単位

①基本報酬等の充実 （算定要件の見直しと単位数の引き上げ） ②医療等の多機関連携のための加算の拡充等

⚫ 医療等の多機関連携のための各種加算について、加算の対象となる場面や業務、
連携対象の追加（訪問看護事業所）、算定回数などの評価の見直しを行う。⚫ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、算定要件を追加（※）した上で、

基本報酬を引き上げ

※「協議会への定期的な参画」及び「基幹相談支援センターが行う地域の相談
支援体制の強化の取組への参画」を要件に追加

相談支援の質の向上や提供体制を整備するための方策

・

面談・会議

医療機関、保育、教育
機関等との面談・会議

通院同行

・利用者の通院に同行し、
必要な情報提供を実施

情報提供

・関係機関に対して文書
により情報提供を実施

加算名 算定場面 現行 改正後

医療・保育
・ 教育機関
等連 携加算

面談・会議 100単位
計画作成月：200単位
モニタリング月：300単位

（新）通院同行 － 300単位

（新）情報提供 － 150単位

集中支援加算

訪問、会議開催､参加 各300単位 同左

（新）通院同行 － 300単位

（新）情報提供 － 150単位

その他加算
訪問 200・300単位 300単位

情報提供 100単位 150単位

現行 改正後

100単位
（新）300単位（中核的な役割を担う相談支援事業所の場合）

100単位（上記以外）

※通院同行は各病院１回最大３回、情報提供は病院・それ以外で各1回算定可

⚫ 要医療児者支援体制加算等
医療的ケアを必要とする障害児者等を支援する事業所を更に評価。

※１ 継続サービス利用支援費、（継続）障害児支援利用援助費も同様に引き上げ
※２ 複数事業所の協働による機能強化型報酬の対象事業所の追加

「地域生活支援拠点等を構成する事業所」に加えて、「地域生活支援拠点等に係
る関係機関との連携体制を確保し、協議会に定期的に参画する事業所」を追加

⚫ 主任相談支援専門員加算

地域の相談支援の中核的な役割を担う相談支援事業所であって、地域の相談
支援事業所に助言指導を行う場合に更に評価。

⚫ 地域体制強化共同支援加算（支援困難事例等の課題の協議会への報告

） 算定対象事業所を追加（※２と同じ）

加算名 現行 改正後
要医療児者支援体制加算
行動障害支援体制加算
精神障害者支援体制加算

35単位 対象者あり：60単位対
象者なし：30単位

（新）高次脳機能障害者支援体制加算 ー

⚫ 支給決定に際して市町村に提出された意思意見書について、本人の同意を得
た上で、相談支援事業所がサービス等利用計画案の作成に活用できる旨周知。

③相談支援人材の確保及びICTの活用について

⚫ 市町村毎のセルフプラン率等について国が公表し見える化した上で、今後、自治体の障害福祉計画に基づく相談支援専門員の計画的な養成等を促す方策を講じる。
⚫ 機能強化型事業所で主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合、常勤専従の社会福祉士・精神保健福祉士を「相談支援員」として配置可。
⚫ 居宅訪問が要件の加算について、一部オンラインでの面接を可能とする。

⚫ 離島等の地域において（継続）サービス利用支援の一部オンラインでの面接を可能とするとともに、居宅や事業所等の訪問を要件とする加算を上乗せ等を認める。 35
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